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西ドイツ農業の構造変化 大 薮輝雄 39 
マルクスの「個人的所有」論について 福冨 正 実 5R 
ビスマノレク体制期のシュレ ジエン州における
ユソカー的土地所有 大 月 誠 76 

























































































































鉱工業生産 輸出額 卸売物価 消費者物価 通貨発行量
% 出 うる % ヲイ，
米 圃 4.6 9.4 2.7 4.3 4.6 
目 本 16.5 18.2 2.2 5.5 15.8 
西 独 6.0 12.9 2.7 2.7 7.2 
註 西独の輸出額首加率は1966~69年平均 (臼銀、国醇此粒棟計)







































して1969年の日本は214，未困は 12~，西独は 148) 資本蓄積白国民総支出に占める
比率からみても，日本はこの時期に30~35%と最高であり，しかも前期を上ま




















(A) (B) (B)!(A) 
米国 日本 西独 米国 日本 l珂独 米国 日本 丙 1由
1963 100 100 100 100 100 100 100 100 100 
1965 109 116 114 103 108 113 95 84 99 
1966 111 131 118 104 114 117 94 87 99 
1967 111 153 125 106 125 119 95 82 95 















いる。後で考察するが i新経済社会発展計直」は， 68年の 19.8%という比率
を， 75年にはさらに13%に低下させようとしているのである。
第3表第1次産業人口比減少の国際比較
米 国 日 本 西 独 イタリア
% % 出 % 
1 950 12..5 44.5 24.6 
5 5 10.7 35.6 41.2 
60 8.6 32.5 13.8 32.8 
6 5 6;1 25.5 10.9 





















































































































経済成長と貧困 (209) 13 
いわれている。すなわち第次産業人口比がおよそ半減するには，イギリスで
























































経済成長と賞困 (271) 15 
第4表 公共投資の構成比とその推移
(4 -1)表 行政投資の構成比とその推移
年 度 1 9 5 5 1 9 6 0 1 9 6 5 
市本 投 資 100.0 100.0 100.0 
一般事業投資 91.3 83.9 81.3 








失業対策・厚生福祉 5.6 5.3 4.2 
文教・官庁営繕
7.5 16.2 13.6 そ の 他














16 (272) 第 109巻第3号
(4 - 2)表公企業投資をふくむ公共投資の推移
1 960 1 965 1 9 6 8 
金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
道路・港湾 億円 % 億円 % 億円 % 
国主主・電々 5，273 56.9 15，347 61.6 22，984 61.1 
国土保全 1，096 11.9 2，079 8.3 3，033 8.0 
農林漁業 822 8.8 1，859 7.4 2，904 7.8 
住宅・環境
895 9.8 2，826 11.3 4，509 12.1 
方匝 設
厚生楕祉 250 3.0 702 2.9 1，052 3.0 
文 教 930 10.0 2，101 8.5 3，035 8.1 
計 9，266 100.0 24，877 100.0 37，328 100.0 












































lR (274) 第 109巷第3号
には低質，高家賃の住宅が供給されるという宏、循環がくりかえされている。
宅地の供給主体別にみると， 公共部門(地方公共団体3 公社，公団〕の比重ば
1961~65年の 51.2%から66~70年の 41.2 ~もにおも，民間部門(業者・個人など〉





公営ー 公同 民営借家 民営借家 給与住宅 平 均(誼惜尊用) (設備共同)
円 円 円 円 円
人口集中地区(刈 414 827 955 142 658 
非人口集中地区[同 348 513 294 114 334 
A/B(倍) 1.19 1.62 3.25 1.25 1. 77 
〔昭和46年版、経済自警)
この民営借家(設備共用〕は，これまた劣悪な建売り住宅とともに，通勤条件
などの点、では比較的よい大都市およびその周辺部の人口急増地帯に密集し，
「新しい月ラム街」を形成する。 i新しいスラム街」は， 日雇労働者やノレンベ
y プロレタリア トなど「ヰ日対的過剰人ロ」の沈澱層が居住する「古いスラ
ム街」ではなく i高度成長」を支える現役の若年労働者層が居住する地域で
あるu
住宅難は. 60年代後半の貧困化を象徴する深刻な問題になってきたのである。
